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India Company ( 1600年設立.1657年改組）が東洋貿易を支配したほか、 fイーストランド会社j
主astland Company ( 1579年年設立・ 1672年改組）は東歌諮問とのバルト海貿易を、「レヴァント会


















































の断片的な統計から概観すれば、輪出品目の場合（表2 • 3）、工業原料の大麻＠亜麻が 3割前後




































































1700 1720 17 40 1760 
※ 1700 -70年：イングランドのみ。
1780 -90年：連合王盟全体。
〔典拠〕 C.Whitwo出（札）, State of the Trade of Great 
Britain _in its Imports αnd Exports, progresively from the 
1800均・ar169えLondon,1776 (Rep., 1969), Part 2, pp. 2ら30;
A. Kah加， ThePlow, the Hammer, and the Knou人Chicago,
1985, p. 219; J. E加man,The British Government and 
Commercial Negotiations with Europe 1783- 1793, 
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※イングランドのみ。
〔典拠〕 E.B. Shumpeter (ed.), English Overseas Trade 

















開.a. ＿，ら 輔聞込 ・“‘ 圃.a. －鳥 ”司ゐ 網開aゐ .... ‘ ・”~ ・白書‘ ・. ‘ ・“ ・. ‘ -lo ・白書‘ ・白弘 綱.. ‘ 
吋吋吋叫吋吋吋持、4 ちS吋吋吋吋吋叫吋、4
00品....I¥) I¥)（，.）曾ふら 01 01 O> 窃‘吐、-I ()0 o:> 
＠品 0> .. 0) .. (J)...>.(J)..L0) ... 0)->.0) ... (j) 
I I I I I I I I I I I I I I I I I I 
.......... I¥) I¥)(,.)(,.) .g:. ふ 01 01 c;持 O>吋吋 o:>co (0 
01 0 01 0 01 0 01 0 01 0 01 0 01 0 01 0 01 0 
む






















1710 1720 1730 1740 1750 1760 1770 
〔典拠〕 A.Kah加，op.cit., pp. 210, 212・213.
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〔典拠〕 A.玄ah如，op.cit., pp. 20ふ209.
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〔典範〕金子襲夫 fイギヲス近代蕗業史一一反穀物 〔典拠〕 A.l三ah杭 op.cit., pp. 16ふ 165ラ 192” 193;J. 
法運動の歴史一－~自桃審房 1996 年、 11 -12頁。 Newman，“Russian Forei伊 Trade,1680働1780:The British 
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〔典拠〕 A.Kahan, op. cit., pp. 164・165,192帽 193,219, 2特幽249;J. NeWIηan, op. cit., pp. 342輸 34ヰ．
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〔典拠〕 J.Newman, op. cit., pp. 274・279.
関1：毘シア木材輪出
①髄出擬京 (1,000 pie偲 s）②
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〔典拠〕 J.Ne開治部， op.cit., pp. 280・283.
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〔典拠〕 J.Newman, op. cit., pp. 283”285. 
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〔典拠〕 J.Newm組， op.cit., pp. 271剛 273.
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〔典拠〕 J.Newman, op. cit., pp. 308倫 310.
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〔典拠〕 J.Newman, op. cit., pp. 293”294, 302蜘 303,308悔 309,311“312. 
12 武田元有：エカチェリーナ二世時代におけるバルト海貿易と北方体制
大蘇（cwt) 亜麻（cwt)
平均総量 ロシア % 平均総量 ロシア % 
1753 -57 316,510 272,499 86.1 
1758 -62 306,069 283,296 92.6 
1764 -69 296,005 273,837 92.5 136,689 125,824 92.1 
1770 -74 379,082 363,904 96.0 126,800 107,366 84.7 
1775 -79 364,670 351,655 96.4 135,828 113,534 83.6 
1780 -84 379,996 376,092 99.0 114,285 97,507 85.3 
1785 -89 380,148 369,904 97.3 149,287 126,761 84.9 
1790 -94 502,296 483,252 96.2 162,251 131,524 81.1 
1795 -99 571.276 560.080 98.0 172 052 130 677 75.9 
麻織物（£）
平均総額 ロシア ； 払 ドイツ： % アイルランド ：弘
1700 954,242 11,271 : 1.2 562,603 59.0 9,573 LO 
1730 1,148,487 47,908 4.2 696,793 60.7 131,018 11.4 
1755 1,189,678 116,949 9.8 523,632 44.0 377,549 31.7 
1772 -74 1,342,269 147,663 11.0 352,562 26.3 654,229 48.7 
1775 -79 1,133,920 131,617 11.6 289,156 25.5 655,598 57.8 
1780 84 1,125,137 119,596 10.6 296,092 26.3 648,440 57.6 
1785 89 139,981 
1790 -94 131,841 
1795 -99 201 236 I 
〔典拠〕 H.H. Kaplan，“Russia’s Impact on the Indu柑ialRevolution in Great Britain during the Second 
Half of the 18th Century: The Significance of International CommerceヘForschungenzur osteurop必
ischen Geschichte, Bd. 29, 1981, pp. 51・52,55; A. Kahan, op. cit., pp. 203”205, 214網 215；馬場哲
『ドイツ農村工業史一一一プロト工業化・地域・世界市場一一』東大出版会 1993年、 110頁。
2：口シア輪出欝易（品盟内訳〉 （%） 
品目 農業産品 酪農関連産品 林業 加工製品 その他
大蘇 i亜麻 蘇議 穀物 計 獣脂 皮革 計 産品 蘇布 棒鉄 計
1710 34.4 I 3.3 0.04 2.9 37.8 11.4 39.0 50.4 5.1 3.3 0.0 3.3 0.6 
1745 23.3 23.5 4.5 
1747 35.6 17.5 6.1 
1751 22.8 19.3 9.7 
1752 31.6 14.2 16. 
1755 31.3 21.8 14. 
1769 18.8 I 11.3 3.5 16.9 5む.5 5.0 7.5 12.5 4.5 13 2.8 9.7 
1793 20.2 I 12.6 3.4 6.9 43.1 11.3 6.8 18.1 4.2 10.2 22.2 12.4 





6 c20.4) I 2吟532(35.5) 
51 c21.2) I 3.357 (40.6) 
I.671 (16.8) I 3.769 (38.1 
（品自内訳）
瀦ふ中（NOO斗）
粥 8 ・問、 ｛平路！総爾） ( 1 000chetvert • % ) 
ノ勺レト 自海経由 蓮寺位fiけτ 計
小麦 大変 ライ麦空室と 小麦 ライ棄 轟努 小討 小麦 う亡参 ライ麦 小言
1701 10 0 0 0.063 0.063 1.7 0.221 3.452 。3.673 98.3 。。。。0.0 3.736 100.0 
1711 -20 0.097 1.485 25.765 。27.347 29.0 4.781 62.259 。67.040 71.0 。。。。0.0 94.387 100.0 
1721 30 0.006 0.295 12.518 0.122 12.941 100.0 。 。。 。0.0 。。。。0.0 12.941 10.。
1731 -40 5.190 13.497 89.260 0.126 108.073 8.1 。14.538 。14.538 1.9 。。。。0.0 122.611 100.0 
1741 -50 2.979 2.428 31.779 。37.186 72.5 2.000 12.115 。14.115 27.5 。。。。0.0 51.301 100.0 
1751 -60 0.451 1.662 14.438 0.210 16.761 45.4 。20.157 。20.157 54.6 。。。。0.0 36.918 100.0 
1761 70 12.221 7.394 149.695 6.309 175.619 85.9 13.266 15.447 0.015 28.728 14.l 。。。。0.0 204.347 100.0 
1771 -80 65.430 23.824 253.260 12.647 355.161 71.4 35.033 106.875 0.069 141.977 28.51 0.182 。。0.182 0.0 497.320 100.01 
1781 -90 40.158 ~~：~~； 226.729 27.224 314.363 79.5 20.771 45.436 0.298 66.505 16.8 14.136 0.005 0.314 14.455 3.7 395.323 100.0 179ト1800 87.255 188 672 10.336 335.608 75.8 20.915 0.030 1.064 22.471 5.1 77.277 4.246 3.150 84.673 19.1 442.752 100.0 
ト4
心3
〔典拠〕 A.Kah舶，op.cit., p. 169・170,172働 175.
14 武田元有：エカチェリーナ二世持代におけるバルト海貿易と北方体制
農奴購入に立脚する商人マニュファクチュア（ヤロスラヴリ商人 I・D・ ザトラペズノブ Ivan











ロイセンと交戦した。続くピョートノレ三世（主位：蕗暦 1761年 12丹 25日… 1762年 6月29s) 





64年）と癒着するショワズーノレEtienneFrarn;ois Choiseul （外務郷： 1758-61年＠睦軍＝海軍郷






国＠ポーランド・ザクセンを経てスウェーデンに至る f東方障壁Jbarriるrede I' est/ Eastern hηier 
の再建を志向しており、実費的にロシア包間体棋を構築している。（幻｝
次にオーストリアの場合、マリア＠テレジア（在位： 1740 -80年）・フランツ一世（在位： 1745 
















スノレ内閣Newc部tie（在任： 1757-62年）の北部担当毘務大臣W・l::°ット William P協は、植民地
戦線に兵力を集中する必要から英露関係の維持に努め、 1758年に英露関盟が失効したにもかかわ
らず、藤代の駐露大捷C・ ハンパリ一口ウィリアムズCharlesHanbury”Williams （在任： 1755-58 
年）及びR・ ケイツ Robert Keith （在任： 1758-62年）を通じて中立関係を確保している。戦後






た。ザクセン選帝侯国はポーランド主題と同君連合（ザクセン朝： 1697 - 1764年）を形成し、当













君主カール e フリードリヒ Karl Friedrichコエロマノブ皇女アンナ eベトローヴナの縁組が成立した
が、その長子力一ノレ＠ベーター・ウノレリヒ KarlPeter Urlich ( 1728 -62年：露名ピョートノレ＠ブヨ
ードロヴィチPetrFedorovich ・後の皇帝ピョートノレ三世）は、 173ヲ年よりホノレシュタイン公留君主
に即位する一方、 1761年 12月（1762年 1月）には口シア皇帝ピョートノレ三世として郎位し、ここ
にホノレシュタインz ロシア開君連合が成立している。しかも皐活エカチェリーナ＠アレクセーヴナ
主katerina Alekseevna ( 1729 -96年：後の女帝エカチェリーナ二世）は母方の実家がホノレシュタイ
ン公家であり、また皇太子パーヴェ／レPavelPetrovich ( 1754 -1801年：後の皇帝パーヴェノレ一世）
はホノレシュタイン公留の次期公位継承権を保持したから、ホノレシュタインはロシア皇室の撞国＝「ロ
シア販のハノーヴァーJとして機能し、この事実が北欧外交に少なからぬ影響を与えた。（め








































































重大な課題とされた。（41）かくしてロシア会社総裁R・ ネトノレトン良め側Nettleton（在任： 1749-74 
年）は、ピュート内閣に対して弊害是正＠条約改正を求める組織的な諜構を展開する。
② 条約故正交惑の開始
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自の運動法員ljに立脚した f官僚絶対主義jBureaucratic Absolutism ( R • E ・ジョーンズ）ぺ規律国
家jWell Ordered Police State ( M ・ラエフ）の萌芽を認め、 18世紀ヨーロッパ世界に留有な f軍事




1762年 6月 28日（7月 9日）の政変によってピョートノレ三世は失脚し、 ドイツ出身の皇后エカ
チェリーナが女帝ヱカチェリーナ二世として即位する。その際、地の新帝候補としてはロマノフ皇
室の血統を継ぐこ人の男子、すなわちエリザヴェータ女帝の政変に伴い廃位・幽閉されたイヴァン





ンAlekseiPetrovich Bestuzhev綱 Riumin( 1693 -1766年）は、説宰棺 Vice-Ch加 cellor(1741一科年）
＠宰相 Chancellor( 1744 - 58年）を歴任したが、 1756年に皇太子妃エカチェリーナの却｛立を画策
して失脚・服役しており、同妃の帝権獲得によって政界に復帰している。（のその甥M・N・ ヴオノレ
コンスキーMikhailNikitich Volkonsky ( 1713 -88年）は、伯父の後盾で外交鏡節（1742年オスマ
ン特使・ 1746年ポーランド特使）を務めたが、伯父の患赦をめぐってピョートノレ三世と対立を深
め、間帯の廃位を支援して女帯から信頼された。｛のまたY・P・ シャホブスコイ Yakov Petrovich 
Shakovskoi ( 1705 -77年）は、宗務院総長（1741-53年ト参謀本部識遠局長（1753-60年ト
検事総長 Procurator鴫General( 1760 - 62年）の要職を歴任して財務行政に譲れ、ピョートノレ三世時
代の更迭を経て公務に復帰している。（6)
なおエリザ、ヴェータ時代以来一貫してその地位を維持した宮廷貴族も存在する。まず武官貴族p
. s .サノレトゥイコブ PeterSemenovich Saltykov ( 1698 -1772年）、（η及びP・A・ ノレミアンツェ
ブPetrAleksandrovich Rumiantsev ( 1725 -96年）は七年戦争の実績を評価され、国防の観点から
続く諾者に重用された。（めまたウクライナ貴族K・G・ ラズモアスキ－Kirill Grigorevich Razmovsky 
(1728 -1803年〉は、寵臣A・G・ ラズモアスキ…AlekseiGrigorevich Rasmovsky ( 1709 -71年）
の実弟として科学アカデミー会長（1746-65年トウクライナ総督（1750-64）を務めたが、帝
位の交代にかかわらずその地位を保っている。｛ヲ）文官貴族A・V・ オノレスフェア Adam V asilievich 
Olsufev ( 1720 －斜年）もその学識 e実務能力を評価され、官房長官邸rectorof Cabinet ( 1758ー斜
年）の職務に生渡留まった。 (10）逆にエリザヴェータ時代に輿隆したシュヴァーロフ兄弟は急速に
没落しており、警視総監A・ I ・シュヴァーロフ AlexanderIvanovich Shuvalov ( 1710 -72年ト通
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商官僚P・I.シュヴァーロフ Pe汀 (1711- 62年）が引退・逝去する一方、従弟の寵臣 I• I • 
シュヴァーロブ Ivan(1727 -97年）もフランスlこ亡命している。（叫
次にピョートノレ三世時代の勢力としては、ベストゥージェブを更迭した後任宰相M ・I・ ヴォロ
ンツオフ Mi泊ailIllarionovich Vorontsov ( 1714 -67年・在任： 1758-67年）、（めその推薦で駐英
大使（在任： 1755-62年）から栄転した語lj宰相A・M・ ゴリツインAleksandrMikhailovich Golitsyn 
(1723 - 1807年・在任： 1762- 75年）、｛問シャホブスコイを継承した検事総長A • I ・グレヴ
オフ AlexanderI vanovich Glebov ( 1717 -90年・在託： 1762-64年）、（14）以上は政変への態度が畷













第一の勢力は将校G・G・ オノレロブ GrigoriiGrigorevich Orlov ( 1734 -83年）及びその兄弟であ
る。 G・G・ オノレロブは皇太子妃時代における女帝の愛人であり、政変前夜の 1762年 4月には私
生児A・G・ ボプリンスキーAlekseyGrigorevich Bobrinsky ( 1762 -1813年）さえ誕生していた。
オノレロブは僚錫女帝との正式な婚姻を通じた支配権力の掌握を志向してクーデターを先導し、その
兄弟関名（長兄イヴァン Ivan＠三男アレクセイ Aleksei・西男ブヨー ドノレ Fedor・ 末弟ウラディミー
ノレVladimir）拾いずれも軍部要職iこ登用され、郎位当初における女帯の支配体制を支えた。 (17)
第二の勢力は外務官簸N • I・パーニンNiki抱 IvanovichPanin (1718 -83年）及びその血族で








Ivanovich Panin ( 1721 -89年）の場合、｛刊ヴェデノレ姉妹Vedelと婚姻してその親族チェルヌイシ
ェフ一門に議近し、長男の元老院議員P・G・ チェルヌイシェフ PetrGrigorevich Chemyshev ( 1712 
- 73年）、次男の菌防参議会副長官Z。G・ チェノレヌイシェフ Za始ar(1722 - 84年）、三男の海
軍参議会副長吉 I• G ・チェノレヌイシェフ Ivan(1726一例年）との紐帯を形成した。｛めまた実妹
アンナAnnaは外務官僚I• I ・ネプノレイエフ IvanIv釘iovichNepluyev ( 1693 -1773年）と、間末
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妹アレクサンドラ AleksandraはA・B・クラーキンAleksandrBorisovich Kura孟in(1697 -1749年）
と婚婚したが、後者の実子8・A・ クラーキンBorisAleksan曲。vich瓦町北in(1733 -64年）は財
務官僚、及びその娘婿N・V・レプニンNiki砲 Vasilevich R＇句nin(1734 -1801年）は外務官鍛と
して重要であった。（24）かくしてパーニン派鵠は外務官僚・軍部で強い影響力を保持した。
また、血縁関係こそ無いものの、パーニン派閥と連携した高等文官として以下の二名が注目され





• I .パーニンとともに 1762年 7月 3自の即位宣言を執筆する一方、女帝から経瀦開題の権威と
して重用された。（25）また中流貴族D • I・フォンピジンDenisIvanovich Fonvizin ( 1744 -92年）













展開するなか、 1763年 2月にパーニン起草の f者盟会議j計画（後述）が挫折し、 1763年 8月に
は宰相M • I ・ヴ、オロンツオフが体調不良から休職したため、この間オルロブ口ベストゥ…ジェブ
勢力が実権を握った。｛お｝しかし続く 1763年 10月にベストゥージェブ主導の「十月会議J（後述）
が破綻し、関年末にベストゥージェフが政界を引退して自己所領に帰郷するに及び、パーニン派閥












ンツオフ AlexanderRomano vi ch Vorontsov ( 17 41 -1805年）は駐英大使（1762-65年）・ノ、ー グ
大使（1765-68年〉・商業参議会長官（1773-94年）を歴在する一方、次男S・R・ ヴォロンツ
オブ SemenRomanovich Vorontsov ( 1744 -1832年）は軍隊勤務を経てヴェネツィア大使（1782-84 
年）・駐英大使 (1785- 96年）を務めた。（幻）またゴリツイン一族の場合、副宰相A ・M・ ゴリツ
インが副宰相の地位を長期にわたり維持する一方、 D・A・ゴリツインDmitriiAlekseievich Golitsyn 
(1734 -1803年）は駐仏公使（1754-62年ト駐仏大使（1762-68年トノ＼ー グ、大使（1769-1803 







N • I ・パーニンに原案作成を指示した。パーニンは、膝代諸帝の非公式。臨時的な諮問機関（エ
カチェリーナ一世の「最高枢密院jSupreme Privy Council ・アンナ女帝の「官房jCabinet/ Council of 














月 28日の勅令によって計画を承認し、者国会議の成員として 8名（A ・P・ ベストゥージェブ
ジュー ミン、 M・N・ ヴオノレコンスキー 、 Y・P・ シャホフスコイ、 K・G・ ラズモアスキー、 M
• I .ヴォロンツオフ Z・G・ チェノレヌイシェフ N • I ・パー ニン、 G・N・ テプロブ）を内
定した。しかし実際にはその後脅国会議は召集されていなし＼0 （到なお 1763年 10丹、エカチェリ
ーナ二世はポーランド継承問題の緊迫に対応する必要から、ベストゥージェフの建議に基づいて急
f十月会議JOctober Conferenceを召集し、 6名（ベストゥージェブ、 A・M・ ゴリツイン、 N
• I .パ…ニン、 Y・P・ シャホフスコイ、 I • I ・ネプノレイヱブ、 A・V・ オノレスフェア）を任
命している。ただし当該会議も当面の外交政策を助言する暫定組織にすぎず、危機終息ととも
消された。｛明かくして貴族身分の合議機関によるツアーリ統制の試みは挫折したと言えよう。
以後エカチェリーナ二世は支配体制の安定に伴いツアーリ権力の強化を指向し、 1763年 12月 15















に縮小した。しかもエカチェリーナ二世は、宰相M • I ・ヴォロンツオブが 1763年 8月に休職・





記jState SecretaryとしてG・N・ テブロブ、 A ・V・ オ／レスブエブ、 I • p・エラーギン Ivan
Perfilevich Elagin ( 1728 -94年）が就任したほか、後者の私設秘書。通訳（1762-69年）として



























を整序して徴税機能を各区長官に集約した。続く 1764年 4月21日の f知事奇1令jInstruction to the 
Governor」 Generalは知事の職務内容を規定し、財政運営・租税徴収＠兵士徴募の基本任務に加え、
教育機関＠道路設備・防災組織の管理、人口動態・地勢＠習俗＠経済事構の把握＠報告を義務付け、





が、女帝が独自に選任した文官としてエストニア出身のノヴゴロド知事J • J .ジー プヱノレス
Jacob Johann von Sievers ( 1731 - 1808年・在任： 1764-81年）が注目される。（側
他方、対外戦争を経て編入された辺境地帯では、主に援隊統制＠財政拡充の観点から支配体制が




法参議会 fリーフラント eエストラント。フィンランド部局jDepartment of Livland, Estland, Finland 
A的 irの監替下における独自の財務・司法体系を容認してきた。これに対してエカチェリーナ二世
は自治特権の縮小＠中央統制の強化を指向し、ジヴォニア知事としてアイノレランド出身の将校G・
ブラウン GeorgeBrown ( 1698… 1792年・在任 1762-92年）を任命する一方、 1764年には女帝自
ら雨果の首都レヴァノレ・リガを摩訪・視察し、続く 1765年のリヴォニア議会ではリヴォニア貴族
の農民支配を緩和する反語、ツアーリ権力の農民課税aを強化することに成功している。（41)
またドニエプノレ左岸Left話器lkU主raine( r小ロシアjLittle Russia）は、 1667年のアンドルソヴォ
条約におけるウクライナ東西分割に伴いポーランドより割譲され、以後コサック首領の総督（へト






















(1754 - 66年）は官等制震の廃止・国家勤務の縮小を勧告し、最終的にピョートノレ三世は 1762























月 14自の勅令によって f立法委員会JLegislative Commissionのそスクワ苔集を布告する一方、｛必｝






農民 169名、その飽 19名の編成となる。また各代表団が立法委員会に器示した陳構は合計 1,441











ている。また第 15章 f貴族身分についてjOf the Nobilityでは、貴族身分の条件として軍隊。官庁
への勤務活動を規定し、官等制度の存続と勤務制疫の復活を志向するとともに、家~~・出告ではな
く能力・実績に照応した専門宮僚の育成・新興貴族の創出を企図した。｛均
立法委員会のf全体会議JGeneral Assemblyは議長として武官貴族A • I ・ピピコブ AleksandrIlich 
Bibikov (1729 -74年）を選出する一方、｛幻） 3つの諮問会議（評議委員会 Directing Commission • 
支援委員会ExpeditingCommission e調査委員会AnalyzingCommission) • 16の作業部会を設置し、
評議委員会の成員Z・G・ チェノレヌイシェフ、 I • G ・オルロフ、 D・V・ ヴォルコブ、 N・Y・
ムラヴ、イヨブNikolaiY erofeyevich Muravev ( 1724 -70年）の指揮で編纂作業を開始したが、。2）勤






ゼノレスキ－ Kozelskyは国家勤務を放棄した家門貴族の特権享受を批判する一方、 I .ヴィロドブ
Vyrodovは勤務制度の麗止が菌防能力の低下を招く危験を指摘し、また自由農畏E・ フェディロフ
Fedilov、蔀人 1・クズネツオブ瓦uzne匂ov、 I.アントノブ Antonovも国家勤務の能力＠
応した身分昇格を支持している。｛お）対照的に保守＠反動勢力の拠点モスクワの家内貴族は勤務義
務の復活に強く反対した。なかでも武官貴族M・M・ シチェノレパートフ Mi始ail Mikhailovich 
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ピョートノレ三世は 1762年 2月 18日の勅令によって貴族の国家勤務を廃止し、続く同年4月 24
日（5月 5毘）の普露講和によって貴族の軍隊動員を解除する一方、同年 3月 29日の勅令で非貴
族身分の農奴購入・保有を禁止するとともに、同年 6月 19日の勅令で貴族身分の農奴独占を公認
し、験隊・婦還した貴族の農奴支配・所領経営を保証した。続くエカチェリーナ二世は支配体制を
確立する必要から貴族身分に配慮、した先帝の方針を継承し、まず 1762年 7月 3自の即位宣言では
上記 6月 19日勅令を尊重して貴族の身分特権・農奴保有を認め、先帝の貴族解放令に続く新帝の
農奴解放令を期待する農民の風説を否定するとともに、同年 8月 8日の勅令では上記 3月 29日の
勅令を再認して非貴族身分の農奴支配を禁止している。また 1763年7月刊誌の勅令は、農民暴動






批判的な見解が存在したことも事実である。まず女帝の寵臣G・G・ オノレロブ及びA ・G・ オノレロ
ブ兄弟は、 1763年 10月にノレター派牧師・官房学者のJ• G .アイゼンJohannGeorg von Eisen ( 1717 
- 79年）を招轄し、同家所領における農民解放の試行を依頼しており、（2）また宰相M • I ・ヴ、オ





いる。（3）また頻発する農民暴動・逃亡問題に対処するべく、 1762年 12月より武官貴族A・A・ ヴ
ャゼムスキー及びA・ I・ピゼコフ（後の換事総長＠立法委員会議長）がウラノレ鉱山地帯に、続く
1763年には将校p・I.パーニン（外務官様N • I ・パーニンの実弟）がポーランド国境地帯に、
それぞれ派遣されたが、いずれも農奴制産の存在を事態の背景として指摘している。（4)
以上の状況を踏まえてエカチェリーナ二世は農業。土地問題の研究を奨励する必要を認識し、
1765年に ー家政振興のための自由経済協会jFree Economic Society for the Encouragement of 
Agriculture and Husbandry in Russiaを設立した。会長には官房審記A・V・ オルスブエブが就任し、
会員には官房書記G・Neテプロフ、寵臣G・G・ オノレロフ及びV・G・ オノレロフ兄弟、歴代検事
総長A・ I ・グレヴオフ及びA・A・ ヴャゼ、ムスキー、海軍参議会副長官 I • G ・チェルヌイシェ
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ブ、駐英大使A・R・ ヴ、オロンツオフらの宮廷貴族・高等官僚に加え、後には経済学者H・ シュト
ルヒやイギリス農政学者A・ ヤングA抗hurYoung (1741 -1820年）ら内外の学者も入会している。
協会は国内経済、なかでも農業活動に関して、様々な研究・啓発活動を展開した。（S)
まず研究成果を公表する媒体として、これまでベテルプノレク科学アカデミーの経済雑誌『月刊評
論~Monthly Compostion (1755 - 64 年）が存在してきたが、協会はこれに代わる後継雑誌『論議~Trudy
を創刊し、西欧の主要著作を穣訳して掲載する一方、会員の積極的な論文投稿を受け付け、誌上で
















この懸賞には内外から合計 160本の論文が集まり、アーへン大学法学教授B・ アパイエ怠earde de 
i’Abayeが一等を獲得したが、その受賞論文は、農奴に対する土地分与と労働意欲の刺激による生
産拡大を主張するとともに、農奴による経済活動の上昇は領主の地代収入を拡大して結局は貴族の
経済利害に治うことを指繍している。また二等はロシア武官貴族の子弟A • I ・ポレノブ Aleksei


















が、エカチェリーナ二世も 1764年 2月26自・同年 8月 13自の勅令によって国家の教会統制を再
認し、聖界領主の農民支配を解消する一方、新設の f経済参議会jCollege of Economyを通じて当
該農民を管轄した。さらに 1766年9月29日の勅令は徴兵義務に対処する手段としての領主による
農奴購入を禁止し、続く 1767年 11月初毘の勅令は凶作＠鋭鋒の擦における領主の農奴扶養・穀




新派の知事が各種の農業政策を展開している。まずリヴォニア知事G・ ブラウンは官房学者J• G 











意義に注目しており、 1762年 10月 14日の勅令、及び同年 12月4日の布告によって外国移民を奨
励する一方、続く 1763年7月22日の布告では f外国人保護局jO飴ceof Foreign Settlersを創設し
てG・G・ オルロアを局長に任命し、なかでも女帝の関脇たるドイツ人のヴオノレガ植民を推進して
いる。｛日）またG・N・ テプロアは、エリザヴェータ女子普時代においてウクライナ総督K・G・ ラ





条項を含む。まず第 11章「市民社会の秩序jThat a Society of Citizens問中i詑sa certain fixed Order 
（第250-263条）の第256・257条は農奴の私有財産を承認する必要を指矯し、また第 12章 f国
家臣民の繁栄jOf the Propagation of the human Species in a State （第264-292条）の第269条は領
主の過大な地代要求を農奴閤窮 e農民逃亡の元閣として批判する一方、続く第 270条は地代徴収の
帯j限による農業生産の拡大を訴えている。さらに第 16章「中産階級についてjOf the Middling Sort 
of People （第376-383条）の諸条項は、臣民相互の経済格差を是正するツアーリの義務を指捕し
ながら、領主＠農奴関係、に対する国家権力の介入を正当な行為として擁護した。 (15）続く立法委員












A・D・ マスロブ Maslov、V・N・ キペンスキー瓦ipensky）は、領主の護沢な生活習慣に伴う貨
幣需要の上昇・地代徴収の強化が農民逃亡を誘発したとして、農奴制度の緩和を主張した。また女





イロドブ、 N・ トノレマチェア Tolmachev, P ・ステブアノア Stepanov、A・ オポチニンOpochinin、















一般に以上の論争を通じて、聖ベテノレブ、ノレクを拠点とする開明貴族・知識階級（G • S ・コロピ
ン、 1・p.コゼノレスキー 、 L・N・ タティシチェア）に加え、構外の農業事構＠土地帯j度に精通













の農奴購入・保有を再度禁止し、 1752年 3月 12誌の勅令で商人の農奴保有を工場一件あたり最大
42名に制限する一方、 1758年には蕗人の農奴売却を強制するなど、一転して寵人経営の抑圧と領
主階級の保護に乗り出した。側並行してエリザヴェータ女帝は宮廷貴族に各種特権を付与し、な




月 29日の勅令によって非貴族身分の農奴購入を禁止した反面、 1762年 3月 27日の勅令は貴族身
分の産業独占を規制し、この措置に対する貴族勢力の反発は向者失脚の遠因ともなった。間









しかしながらエカチェリーナ二世は、啓蒙思想家D・ ディドロ DenisDiderot ( 1713 -84年）の
生産力論を受容するなか、貴族の産業独占を危模したのみならず、蔀人の巨大経営にも疑問を強め
ていた。周知の如くディドロ＠ダランベーノレ編の『百科全書~ （本文 17巻・図版 1巻）は 1751年





所叙予定のディドロ執筆項目 f集中＠分散マニュファクチューノレjM加 ufac知re, I話回ie, Dis予ersee
の草稿を入手したとされる。その骨子は、 f分散マニユブアクチューノレjdispersed manufactureの場
合、独立の職人が自宅作業場において自ら生産活動に従事するため、企業経営への関心も高く、そ
の製品は品質向上＠価格下落を示すのに対して、 f集中マニュブアクチューノレjunified manufacture 
の場合、多数の職人が同一作業場において工場主。監察官の監替のもと生産活動iこ従事するため、




































4月 17日の勅令は「個人意思にをせることjleave it to the individual －「禁止・強制を行わないこ
とJdo not prohib註anddo not com予el、以上を原則として国家の産業干渉を禁止した。続く 176雪年時
月 3013の勅令は産業活動の自由を認め、ただしその条件として、営業許可の事前取得、及び当時







































めた反語、自身の保有農奴 I・D・ ザトラベズノブ、 A・S・ アシャーティンAleksei Semenovich 
Ashatinが家内工業によって蓄財し、自身の地代坂入が増大した経験を踏まえ、領主の経済基盤を
補完する手段として農奴の工業活動に一定の理解を示した。（38)
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( 3）遜蕗政策
①遜蕗規制の援活




規制を漸次強化した。この結果関内商業・外国貿易は撹乱され、 1760年の f商業委員会jCommission 
on Commerceでは、議長Y・P・ シャホブスコイ、副議長 I• G ・チェノレヌイシェアのもと、委員




















エカチェリーナ二世は 1762年 12月ヲ自に f通語・財政特別委員会JEx協 ordinaryCommissionを














し、 f経済政策の基本方針j釦ndamentalprinciple of political economyとして、政治的な財政利害よ
りも経済的な蕗業利害を、すなわち特権階級の利得を保証する f国家的秩序jetatist order/ raison d’d蹴
よりも経済全般の成長を促進する「自然的秩序jnatural order/ sound sys旬mを重視し、 f国家の必要j
needs of s路te= r国産jtre部 U詑利害よりも「人民の必要jneeds of people = r国富jnational wealt訟
を優先するべきこと、したがって政治的な国庫収入の充実を目的とした輸入抑儒・輪出拡大を廃棄
し、経済的な国民的富の増大を目的とした自由貿易を推進するべきこと、以上を主張した。倒）




























になった。側女帝は商業委員会の正規委員として、 Y。P・ シャホフスコイ、 I• E ・ミュニツ
ヒ、 I• I ・ネプノレイエブ、以上3名を任命するとともに、 T・ クリングシュタット、 M・ オダ一、
M eプーシキンMi鼠iaiPushkin、以上3名を頭掃として配置した。またG。N・ テプロブは特定！J書
鳥取大学大学教育総合センター紀要第 4号（2007) 41 































なお宮廷貴族の特権貿易と関連して、この間エカチェリーナ二世は外務参議会通訳D • I ・フォ
ンヴィジンに対して、フランス貴族の商業論争を分軒したドイツ官房学者J・H・G・ ユスティ
Johann Heinrich Gottlob von Justi ( 1717 -71年）の著作 f蔀業貴族議jDer handelnde Adel ( 17 56年）
の翻訳を指示している。当時フランスでは、貴族の本務として国防活動を重視する身分観的な f武




































































ている。まず 1763年、聖ペテノレブ、ノレク商人（ロゴヴィコブ Rogovikov・シチューキン Shchukin• 
グブキン Gubkin）はフランス＠スペイン両国との通商活動に従事するべく、ボルドー・カヂィー
ス領事の設置を藷類した。これを受けて商業委員会はボルドー貿易事情を謂査したが、ロシア産品
への十分な需要は認められず、領事設蜜を棄却している。附また 1763年 9月 29司、トゥーラ商
人 (I.ヴォロディミロブ IvanVolodimirov、M・ パストウコア Mi紬ailP都知魁lOV, M.グリパノ






























業への依存は一議の f必要悪ja necessary evilであり、最終的には輪入に伴う支払よりも輪出に伴
う受取が上回っている以上、むしろ外国商人の活動を利用するべきこと、さらに労働配分・天然資
源の現状を踏まえ、工業国家イギリス・フランスに対する農業国家ロシアの特性を自覚した貿易関
係の構築が国富増大の f最も自然な道jmost natural wayであること、以上を指捕している。（70)










以上の論争を経て、商業委員会は 1766年 3月に個別品目の説率査定を終え、続く同年 5丹に関
税改革の最終報告を提出した。エカチェリーナ二世は原案を若干修正して元老院に送付し、商業参
議会によって 1766年 9Jj 1自に新たな関税規定が公布された。その接要は以下の通りである。（η）
まず翰入関税の場合、審修品に関しては、一部の高級者修品（宝石・レース）には密輸防止の観
点、から軽微な 10%の関税が賦課され、他の高級審修品（ワイン。高級食材・高級紙箆・大型鏡台）




e幅広布むroad cloth e染色＝無地毛糸＠毛布・靖子）には 15%、以上の関税がそれぞれ賦課され
た。なおイギリス羊毛製品に対する関税は抱の諸国に対する税率の 10%とされ、顕著な鐙遇措置




























まず貴族の商業活動に関して、商人代表A・ ポポフ、 s.ソロドヴニク Solodovnikは、貴族の
商業参入は軍隊の人員不足＠国防範力の低下に帰結すること、また商人の経済活動と競合して園内
商業を撹乱すること、歴代ツアーリはこれらの観点から貴族の蕗業活動を規制してきたこと、以上
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同年 1J=l 10 13 (21日）にザクセン公子＝公国君主カール a クリスチャンを追放するとともに、ア
ンナ女帝時代の罷庄E • J .ピロンを抑寝生活から忍喚して後任君主（復位： 1763- 72年）に任
命した。この結果クールラント公器はポーランドの臣従国家からロシアの健儲国家へと転換し、ロ
シアはバルト海への出口を拡充することに成功した。（3)






宰相M • I ・ヴォ口ンツオフは、外務参議会長官を兼任して外交政策を統括する立場にあったが、
自身が主導した七年戦争期の外交路線を踏襲し、将来におけるオスマン帝国との戦争に対処する観
点から、フランス・オーストリア両国との同盟関係を維持することを主張した。また副宰棺A・M





























ょう 0 (7) 
七年戦争の終結からまだ間もない 1763年 9月25日（10月5日）、ザクセン選帝侯1 ポーランド
爵王アウグスト三世が死去し、現実にポーランド次期障王の選定が国際問題として浮上してきた。
すなわち、まずフランス・オーストリア両国の場合、プロイセンの領土拡張を牽制する必要からザ







1763年 10月に前述 f十月会議J(A ・p・ベストゥージェブ＝リユーミン、 A・M・ ゴリツイン、


























カチェリーナ二世は駐普大使V・S・ ドノレゴノレコブ Dolgorukov( 1720 -1803年・在荘： 1762 -86 
年）を派遣して同盟交渉を進めた。他方プロイセン国王フリードリヒ二世は、七年戦争末期にイギ
リス政府から資金援助の停止を通告されて以来、仏壊同盟・ザクセン選手管侯国に対抗する手段とし
てロシアとの紐帯を重視し、駐露大使V・F・ ゾルムス口ゾンネンヴアノレデ VictorFriedrich Solms-
Sonnenwalde （在任： 1762- 79年）を通じて同盟交渉を進めている。｛日）しかしながらパーニンが
外交政策の実権を握る 1763年 10月以前の段階においては、なお前宰相ベストゥージェフ・現宰相
ヴ、オロンツオフの主張する親オーストリア。反プロイセン路線が譲位を占め、交渉は停滞した。こ
れに対してフリードリヒ二世は、駐土大使K・A・ レクシンKarlAdolf Rexin （在任： 1756-65年）
を通じてオスマン帝国と軍事同盟の交渉を進め、この徴発行為によって普露交渉の博開を促してい
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② イギリス
イギリスとの同盟関係は、外交的にはフランス主導の f南方体制J• r東方障壁j に対抗する上
で、経済的にはロシア一次産品にとって最大の販路を確保する上で、重要な位壁を占めており、パ
ーニンは英露関盟を上記の普露関盟と並ぶ北方体制の二大支柱とみなし、駐英大使A・R・ ヴォロ






方、駐土大使J・マー リ Jo加 Murray（在任： 1765-75年）は fトルコ条項jの受入がオスマン
政府の対英不信を招いてイギリスのレヴァント貿易を擾乱する危険を指嬬した。さらに首相グレン
ヴィルは、国内における議会改革運動（ウィルクス事件）の収拾と北米における植民地政策の強化
(1763年 f閤王宣言j・1764年 f砂糖条令ド 1765年 f印紙条令J）に忙殺される一方、七年戦争
直後の財政危機のなかで巨額の軍事支出を伴う同盟関係の締結に関して議会の承認を得ることは困
難と判断し、同盟交渉は頓挫している。続くロッキンガム内閣Rockingh制（在任： 1765-66年）
の北部担当国務大臣グラフトン3吋 D此eof Gra長onは駐露大使G・ マカートニーGeorgeMacartney 
（在任： 1764-67年）を派遣して交渉を進める一方、パーニンは駐英大使H －グロス Heinrichvon 




Northern Allianceを提唱し、北部担当国務大臣H・S・ コンウェイ HenrySeymour Conwayは駐露大










決であった。その手段としてパーニンはデンマーク外相 J.日.E .ベアンシュトノレブ Johan
Hartvig Ernst Bemstorff （在任： 1750-70年）の提案する領土交換を受け入れ、ホノレシュタインに
おけるホノレシュタイン家領とオノレデ、ンブ、ノレク・デノレメンホノレストにおけるデンマーク王様との相互
交換を承諾している。かくしてまず 17弱年 2月 28日（3月 11日）の聖ペテノレブノレク条約によっ
て了露関盟が成立し、両国は相互の領土保全を確認するとともに、第三留との交戦時における相互
の軍事支援（ただし露土戦争の場合は財政支援）を約束した。また新王クリスチャン七世（在位： 1766 





Calorine Matilda ( 1752 -76年）が新王クリスチャン七世と婚姻し、この結果イギリスはデンマー
クとの友好関保を強化するとともに、関接的に北方体制の一角を講成することになった。間
スウェーデン王国はロシアが国境を接する隣留であるだけに友好関係の維持が不可欠であり、こ
れには親仏派ハット党政権の打倒が課題とされた。駐瑞大使 I・A・ オステノレマンIvan Andreevich 
Ostennan (1725 - 1811年：在任 1760-74年）は、同じくバルト海貿易を維持する観点からスウ
ェーデ、ンの親仏政権を饗戒していたイギリス大使J.ゴードリック JohnGoodricke （在任： 1764-
73年）と協力してその退陣を画策し、絶対王権の制限・議会権限の優位を規定した 1720年憲法の
遵守を求める一方、緊縮財政・対露友好を主張する穏健派のメッセ党を支援した。この結果、 1765






ノミーニンは義甥のポーランド駐在大使N・V・ レプニン（在任： 1763 -69年）を派遣して新王
候補の選考を進め、親露派の名門貴族チヤノレトリスキ家Czartoryskis( f御一円jThe Family）との
協議を経て、同家の親族かっ女帝の寵臣スタニスワブ・ポニャトブスキを擁立した。以後レプニン
は多数派工作を進め、 1764年8月 16日（27自）の国主選出議会・ 8月26日（9月6日）の国主選





ブ・アウグストは、 1764年 1月22日（12月3日）の f戴冠議会jCoronation Dietにおいて議会

















ノレ・外務卿ラプランは仏露同盟の解消を受けて駐露大使ブ〉レタイユ Baronde Breteuil （在任： 1760
- 63年）を召喚し、引き続き駐端大使（主任： 1763- 67年）として配置する一方、駐土大使ヴ
エノレジェンヌ Comtede Vergennes （在任： 1755-68年）を通じて仏土関係を維持し、東方障援の
強化を試みた。対してパーニンは、プノレタイユの帰国に際して、自身の外交居的が戦争準備・領土
護得にではなく平和維持・通商促進にあることを説明し、数対意識の払拭に努めている。この結果













( 1) C. S. Leonard, op. cit., pp. 134楢 136;H. H. Kaplan, The First Partition of Poland, New York, 1962, pp.ふ6.
(2) I. de Madariaga, op. cit., pp. 187網 188.
(3) H. M. Seo民op.cit., pp. 10ふ 107;H. H. Kaplan, The First Partition of Poland, pp.ふ 7.なおベストゥージェブはア
ンナ女帝のクールラント公妃持代に宮廷官稼として仕えた経験をもち、またクールラント宮廷貴族ピロンは当時
の間壌に当たる。クーノレラント出兵・君主人事にはベストゥージェフの意向が強く反映されていたと言える。
(4) D. M. Gri閉めs，“RussianCourt Politics部 dthe母u儒 ionof組 ExpansionistForeign Policy under Catherine I, 1762” 
1783”，Ph.D. dissertation, Cornell University, 1967, pp. 11”12; D. L. Ransel, op. cit., pp. 114・115.なお駐英大使時代に
おけるゴヲツインの外交活動については、 K.W. Schweizer/ C. S. Leonald，“Britain, Prussia, Russia and the Galitzin 
Letter: A Re鎚sesment”，HistoricalJournal, Vol. 26, 1983. 
(5) D. M. Griffiths，“Ru田ianCoぽtPolitics", pp. 14・15;D. L. R加 sel,op. cit., pp. 115”116. 
(6) D. M. Gri茄ths，“RussianCo出 Politics”，pp.31欄 32.
(7) D. L. R組 sel,op. cit., pp. 144”150; W. L. Daniel, op. cit., pp. 100-lOl;R. E. Jones，“OppositionぬWarand Expansion 
in Late Eighteenth Cen如ryRussia", Jahrbucher戸rGeschichte Osteuropas, Bd. 32, 1984，開.39栴 40;idem, "The Nobility 
and Russian Foreign Policy 1560“1811ヘCahiersdu Monde russe et sovietique, Vol. 34, 1993, pp. 16ト 162.ただし領主
階級の首領M ・M・ シチヱ／レパートフは、外来君主エカチェリーナ二世の野心外交を国内利害から遊離した財政
膨張の元凶として批判している。 A.Lentin，“計in田 M.M. Shcherbatov部 Criticof Catherine I’S Fo問i伊 Policy”，
Slavonic and East European Review, Vol. 49, 1971. 
(8) H. M. Scott, op. cit., pp. 102橿 112;idem，“France and the Polish Throne, 1763”1764", Slavonic and East European 
Review, Vol. 53, 1975; H. H. Kaplan, The First Partition of Poland, pp. 30・31;K. Rahbek欄 Schmidt，“ProblemsConn回ted
with the Last Polish Royal Election”，Scando幡 Slavica,Vol. 2, 1956. 
56 武田元有：エカチェリ…ナ二世時代におけるパノレト海貿易と北方体制
(9) D. M. Gri首iths，“Russi鵠 CoぽtPolitics’＂pp. 35・36.
(10) D. M. Gri伍ths，“Russi釦 CourtPolitiぱ’，pp.28・31.
(11) R. E. Jon民“RunawayPe邸antsand Russian Motives for the Partition of Poland", H. Ragsdale （吋よ op.cit.; J. T. 
Lukowski，“'Guaran悦 orAnnexation: A Note on Russian Plans ぬ AcquirePolish T町加ryPrior知治eFirst Partition of 
Poland”，Institute of Historical Research, Bulletin, Vol. 106, 1983. 
(12) D. L. Iミ釦鴎l，“官ie
(13) D. M. Gri節ths，“Russi組 Co凶tPolitics”，pp. 15困 19.
(14）北方体制の形成については、 K.Rahbek-Schmidt，“Wie ist P釦 insPlan zu einem Nordischen System entstanden ?", 
'Zeitschrijt j詰rSlaw is tiえBd.2, 1957; D. M. Griffiths，“The Rise and Fall of the Northern System: Court Politics and 
Fo柑伊Policyin the First Half of Catherine I' s Reign”， Canadian Slavic Studies, Vol. 4, 1970. 
(15）瓦.Schweizer.，‘マheNon輔 Renewalof Anglo-Prussian Subsidy Tri儲 ty,1761嶋 62”， Canadian”Journalof Histoゅ， Vol.
13, 1978; H. Dippel，“Prussia’s English Policy after the Seven Years War”， Central European Histoη，Vol. 4, 1971. 
(16) D. M. Gr沼iths，“RussianCo山tPolitics”， pp. 35”38; I. de Madariaga, op. cit., pp. 190”192; H. M. Seo民 op.cit., pp. 
109帽 115;idem，“Frederick I, the Ot如manEmpire and the Origins of the Russか PrussianAlliance of April 1764ヘ
European Studies Review, Vol. 7, 1977.条約条文は、 C.Parry (ed.), The Consoli，似 edTrea.砂Series,New York, 1969, 
Vol. 43, pp.ト26.
( 17) D. M. Griffiths，“Russian Court Politics”， pp. 39・40;I. de Madariaga, op. cit., pp. 188・189,193・194;H. M. Scott, op. 
cit., pp. 151・155;idem，“Great Britain, Poland and the Russian Alliance, 1763輸 1767”， HistoricalJournal, Vol. 19, 1976. 
(18) W. F. Reddaway，“Gr鵠tBritain and Poland, 1762・72",Historical Journal, Vol. 4, 1932; idem，“Ma白地ieyin Russia, 
1765”67”， Historical Joun昭I,Vol. 3, 1931; M. Roberts，“Macartney in Russia”， English Historical Review, Supplement 3, 
1974, pp. 47・59.なおG・ マカートニーのロシア論として、 G.Macar加ey,Account of Russia, London, 1767 (Reprint: 
Elibron Classics, 2005). 
(19) M. Robeはs，“Ma白血eyin Russia”，pp. 33”35, 60・61.
(20) R. C. Anderson，“British and American Officers in the Russian Navy”， Mariner's Mirror, Vol. 33, 1947; M. S. 
Anderson，“G詑atBritain叩 dthe Grow治 ofthe Russian Navy in the Eighteenth Century'', Mariner’s Mirror, Vol. 42, 
1956. なおT・ マッケンジーは有名なセヴァストポリ要塞の設計に従事している。イギリス人技師の設計した要
塞が後にクリミア戦争でイギリス軍隊に攻撃されることは、この間の英露関係の転換を象徴すると言えよう。
(21) D. M. Gri筒ths，“RussianCourt Politics”， pp. 40働 41;I. de Madariaga, op. cit., pp. 192欄 193;H. M. Seo民 op.cit., pp. 
12ふ 129,134・136;S. P. Oakley, op. cit., pp. 15ト 152；百瀬・熊野・村井鏡、前掲番、 176-177真。条約条文はそ
れぞれ、 C.Parry (ed.), op. cit., Vol. 43, pp. 137雌 158,467”・
(22) M. Robeはs，“GreatBritain, Denmark and Russia, 1763” 1770”， R. Hat旬nlM. S. Anderson (ed.), op. cit., pp. 244, 246. 
(23) D. M. Grif百ths，“RussianCourt Politics”， pp. 40-41; I. de Mad釘iaga,op. cit., pp. 194・195;H. M. Seo民op.cit., pp. 
130・134;S. P. Oakley, op. cit., pp. 153・154.なお I・A・オステノレマンはアンナ女帝時代のドイツ人制宰相A・ I 
－オステルマンAndreiIvanovich Ostermann ( 1686 -1747年）の子患である。
(24) M. F. Metcalf, Russia, England, and Swedish Par.ぴPolitics1762噸 1766:The lnterp／，砂 betweenGre.αt Power D伊・／om必ヂ
αnd Domestic PoliticsぬringSweden’S Age of Liberty, Toぬwa,1977; M. Roberts, British D炉1/omacyand Swedish Politics 
1758”1773, London, 1980.条約条文は、 C.Parry (ed.), op. cit., Vol. 43, pp. 255”260. 
(25) D. M. Griffiths，“Ru説部 CoぽtPolitics”， pp. 42岨 44;I. de Maおriaga,op. cit., pp. 191”192, 196”197; H. H. Kaplan, 
The First P例 itionof Poland, pp. 12・15,43・45.
(26) H. H. Kaplan, The First Partition of Poland, pp. 49・56;H. M. Seo民 op.cit., pp. 17ふ 182.
(27) H. H. Kapl組， TheFirst Partition of Poland, pp. 89・90;I. de Ma品計略a,op. cit., pp. 197・202;J. T. Lukowski, 
“Towards Partition: Polish Magnates and Russian lntervation in Poland during the Early Reign of Stanislaw August 
Poniaぬwski”， HistoricalJournal, Vol. 28, 1985；小山哲「消議した国家ポーランドJw岩波講盛・世界歴史J第 17
巻〔環大西洋革命〕岩波警j吉1997年所収、 83-86頁、白木太一『近世ポーランド f共和国jの再建』彩流社2005
鳥取大学大学教青総合センタ一紀要第 4号（2007) 57 
年、95-103頁、伊東・井内・中井編、前掲番、 175-176頁。永久条約の条文は、C.P；釘守（ed.),op. cit., Vol. 44, pp. 
148”162. 
(28) H. M. Scott, op. cit., pp. 165・173;D. L. Ransel, op. cit., pp. 145・146.
(29) H. M. Seo民op.cit., pp. 118”120. 


















































































この修正原案に対して 1765年 2丹、ロシア会社総裁R・ ネトノレトンも妥協の構えを見せ、通寵
条約の廃棄よりは現行条約の維持＠更新で満足するべきとの意向を示し、したがって現状に対する
後退を意味する第4条（英露寵人に対する平等課税の廃止＠イギリス薦人に対する相互取引の禁止）
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1765 1770 1775 1780 1785 1790 1795 
して全体の 3都を占め、！日来の毛織物に加え
て新たに綿織物が登場した。また審移的な飲料 e































N • I ・パーニンの平和外交は 1760年代末期より早くも動揺し、隣国ポーランド＠オスマン市
との関係が急速に悪化している。まずポーランドでは 1768年の永久条約・基本法に梓うロシア
支配体制の確立に対してポーランド貴族が反発を強め、 1768年 2丹に fバール連盟jConfederation 
of Barを組織して武力抵抗を開始した。エカチェヲーナ二位はパーニン派鵠の大使N・V・ レプニ
ンを解任してオノレロブ派閥の大使M・N・ ヴオノレコンスキー（在任： 1769- 71年）及びC eザル




1768年 10丹に露土戦争が勃発している。（8）戦局はロシア譲位で進み、 p • A.；レミアンチェアの
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第一軍がポーランドよりバルカン方面に侵攻する一方、 p. I .パーニンの第二軍はウクライナよ
りクリミア方面に南下し、 1770年にはドナウ以北一帯を占領した。またバルト鑑隊はヨーロッパ
大陸を照回して地中海に遠征し、 1770年 6月 24自（7月 5日）のチェスメ海戦 Chesmeでオスマ










ポーランド・ツィプス地方 Zips(Spisz）に軍事警戒線を構築し、続く 1770年 12月には当該地方
を併合した。（l）またロシアのバルカン侵攻からトランシノレヴァニアを保全するべく、駐土大使F









（在位： 1771-92年）は 1772年8月8日（19日）の政変で 1720年の新政法体を停止し、半世紀
に及ぶ f自由の時代j を終結する一方、対露戦争の後盾として 1773年 2月に仏瑞悶援を締結して
北方体制より離脱している。（お）またデンマーク外相ベアンシュトルブはスウェーヂンの領土拡張
を危模して 1769年 12月 2s (13 s）に丁露同盟を更新し、スウェーテ、ン国制改革に対する共同
干渉を約束するとともに、丁露両国のノルウェー・フィンランド支記を相互に確認した。｛均しか
し続く 1770年、宮廷侍童三J • F .シュトノレエンゼー JohannFriedrich Stuensee ( 1737 -72年）が全
権を掌握し、エカチェリーナ二世に対して領土交換の即時発効を求めたため、両国関係はにわかに
緊迫することになった。｛時｝飽方プロイセン国王フリードリヒ二世は、スウェーデ、ンの失地回復を









南方体艇の強化・北方体制の瓦解に直面したN • I ・パーニンはイギリスの介入を強く期待し、
歴代の駐英大使 I • G ・チェルヌイシェフ（在任： 1767 - 69年）及びムーシンコエプーシキン
Mus in幽Pushkin（在任： 1769-79年）はグラフトン内関 Gra設on（在任： 1768 -70年）に対して英
同盟の締結と軍事援助の提供を要請している。これに対して南部担当国務大臣ウェイマス
Weimounth・駐土大使J.マーリは英土関係の悪化を懸念して反対したが、北部担当国務大臣ロッ
チフォードRochford・ 駐露大使c.カスカート CharlesCathcart （在任： 1768-72年）は今後の英























を契機にパーニンはポーランド反乱の鎮圧にも成功し、新在大使0 ・M・ シュタッケノレベルク O役O
M待問SStackelberg ( 1736 -1800：在任 1772-90年）は 1773年4月8(1913）の議会において告
由拒否権の存続を確認する一方、 1775年に常設評議会を創設して支配体制を維持した。｛沼）
次にパノレト海状勢を見れば、デンマーク王国では 1772年 4月の政変によってシュトルエンゼー
が失脚・ ]flj死し、新任外相A・P・ベアンシュトノレフ AndreasPeter Bernstorff （在任： 1773一部年）
は親露外交を再開している。また皇太子パーヴェルの成人に持い、 1772年 6月 l誌な213）のセ













（お）しかしその直後、ロシアでは戦争続行に伴う新兵徴募。重税賦課への反発を背景としてE • I 
＠プガチョブ Pugachevの農民戦争（1773- 75年）が勃発する一方、オスマン帝国ではムスタブ
ァ三世が死去して新帝アブヂュノレ・ハミド一世（在位： 1774- 89年）が開設したため、両国とも















広く意見を収集する必要を痛感し、 1768年 1月に f特別会議Jad hoc conferenceを組織（1769年 1
月2213より f宮廷会議jCouncil attached to the Courtに改変）した。成員には持。 I.パー ニン、
p・I.パー ニン、 K・G・ ラズモアスキー Z・G・ チェノレヌイシェフ、 A・M・ ゴリツイン、
G・G・ オ／レロブ、 A・A・ ヴャゼ、ムスキーが任命され、北方体制を推進するパーニン派閥に加え、
これに批判的なオノレ口ブ派践の見解が政策決定に反映された。当該会議iま露土戦争の終結に伴い解
散されるが、以上の過程を通じてもはや外交政策はパーニンの専権事項ではなくなったのである。
側なお実弟の司令p • I .パーニンは、露士戦争の作戦方針をめぐる対立から、 1772年に前線指
揮を辞任して自己所領に引退しており、撃部に対するパーニン派関の権威も後退している。（お）
第二iこ皇太子パーヴェルの成人。婚姻に梓い脅権交代の危機が発生している。皇太子パーヴェル
は師匠パーニンの政治思想、・帝王教育によって強い影響を受け、自ら覚書 f統治原理jPrinciple of 





















Foreign Minister （在任： 1772-83年）なる官職を新設して当面は政務続行を指示した。（お｝
オノレロブ・パーニン二大派閥の失脚に伴い、エカチェリーナ二世は新たな支持基盤を確保してい
る。第一はスモレンスクの中流貴族G・A・ ポチョムキンGrigorii Aleksandrovich Potemkin ( 1739 
一例年）である。彼は 1762年の政変に近衛騎兵として参与した功緩から侍従主ammer“ junkerの地
位を付与され、 1763年より宗務院の長官補佐を務める一方、 1767年の立法委員会ではタターノレ＠
少数部族代表の護衛任務を担当したが、その後 1768年より P・A・ ノレミアンツェフのもとで露土
戦争に従軍し、戦後その推薦で国防参議会副長官（1775-84年）・新ロシア総督（1775一例年）
を務め、南部ロシアの国境防衛・経済開発に従事した。間第二はウクライナ嚢族A・A・ ベズボ
ロドコ AleksandrAndreevich Bezborodko ( 174 7 -99年）である。彼も司令P・A・ ノレミアンツェ
フから露土戦争での功績を評価され、戦後は官房書記（1775-93年）として外務参議会を統括し、
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改革をめぐる英仏緊張＠普壊対立と外務官僚N • I ・パーニンによる北方体制の形成、以上を史的
としている。したがって当該条約は、経済的なバルト海貿易の延長線上に位置するのみならず、
政治的なバルト海状勢をめぐる勢力均街捧系の一角をも構成し、また単にイギリス政府の互恵通商
政策＠対仏包囲外交を基患として成立したわけではなく、むしろツアーリズム国家独自の経済援輿
政策・安全保障政策の一環として締結されたと言えよう。
またその展開過韓を見る場合、当該条約は、経済的にはパノレト海経由のイギリス向け原料輸出＠
イギリス製品輸入を促進してイギリス産業革命の展開を支援する一方、政治的には露土戦争に際し
た英露両国の好意的中立を保証してロシア南下政策の推進に貢献し、南部ステップ地番を拠点とす
る黒海経由の穀物輸出を実現した。したがって当該条約は、単にイギリス産業資本の成長を加速し
たのみならず、問時lこロシア農奴制度。穀物輪出の基盤を創出したと言えよう。
以上の如き当該条約の成立・展開を通じて、ロシア海外貿易の基軸はバルト海貿易から黒海貿易
へと移行する一方 ロシア外交政策の方向はパノレト海外交口北方体制からオスマン外交＝南下政策
へと転換し、また国家官援の中核はパーニン派閥からポチョムキン勢力へと交代する。この意味で
当該条約はエカチェリーナ二世時代の画期のみならず、近代ロシア史上の分岐点をなし、さらに国
際的にはオスマン骨子留をめぐる英露対立＝東方問題の史的能提をもなしていると蓄えよう。
〔付記〕本議は平成 19年度科学研究費捕助金（若手研究B）に基づく研究成果の一部である。
(2007年 10丹15日受理）
